
（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

Ⅰ 現状 

（１） 地域の概要・立地 

   富山県上市町は県東部の中央よりに位置し、富山市の以東約 15ｋｍにあり東南に長く延び

た長方形に近い地形である。総面積は 236.71 ㎢、東南部は標高 2，999ｍに達する剱岳を主峰

として、北アルプス連峰がそびえ、河川は上市川水系・白岩川水系、剱岳に源を発する早月川

水系などの急流河川が日本海に注ぐ。 

 

（２） 自然的要因 

① 春  低気圧が日本海で発生し、南風が吹き込み中部山岳地帯から山越気流となり、フェ 

   ーン現象となって空気が乾燥、火災が発生しやすくなる。 

② 夏  梅雨前線の通過、停滞によって長雨となり水害が発生しやすくなる。 

③ 秋  台風の通過に伴い、北東の風が強い場合は雨台風となる。秋雨前線の活動により長 

   雨となることがある。 

④ 冬  季節風が強い際は、山間地に降雪が多く、日本海上空に寒気が流れ込んだ際は、平 

野部に降雪が多い。 

 

（３） 想定される地域の災害リスク 

 
         白岩川          大岩川            上市川 

 

 



① 洪水ハザードマップ 

     上市町の「洪水ハザードマップ」では、内水はん濫水想定として１時間 57ｍｍの雨を想

定しており、上市川と白岩川に挟まれた黄色い地域は 50cm までの床下浸水、ピンク色の地

域は３ｍまでの 1 階部分まで浸水する恐れがある。両河川の間の区域は、町の中心市街地で

あり、行政機関、住宅地、商工業者が集積している。 

 

② 土砂災害ハザードマップ 

     上市川、大岩川・白岩川上流部は山間地帯となり急傾斜地において雨水が地面に浸み込み 

    土地が崩壊する急傾斜地崩壊危険個所や急傾斜地崩壊危険区域が指定されている。また、豪

雨時には、谷や斜面の崩壊で生じた土砂が水と一体になって押し寄せる土石流危険渓流箇

所・崩壊土砂流出危険区域が設けられている。特に大岩川流域には、集落が点在することに

加え、大岩山日石寺を中心とした観光も活発であり、門前町には観光客を対象とする飲食店

も点在する。 

 

③ 地震災害 

 町域内には牛首断層と高峰山断層があり、大活断層である跡津川断層が南部にある。北西

部は地質構造的に不安定な地域であり、地震動の影響を受けやすい。河川が多く存在するた

め、地層が地下水に飽和されていることから、北西部では、地震による液状化、流動化の可

能性が想定される。 

 

④ 感染症 

     新型コロナウイルス感染症のように、町民の大部分が免疫を獲得しておらず、急速な蔓 

延が当町においても多くの町民の健康に重大な影響を与える恐れがある。 

 

（４） 商工業者の状況 

商工業者数 941 事業者（令和 4年 12 月） 

   

業種 商工業者数 小規模事業者数 備考（事業所の立地状況等） 

建設業 219 217 町内に広く分散している 

製造業 90 63 町内に広く分散している 

卸売・小売業 288 266 町内中心部に多い 

飲食店・宿泊業 59 58 町内に広く分散している 

サービス業 225 216 町内中心部に多い 

その他 60 52 町内に広く分散している 

合計 941 872  

 

   町内商工業者は、小売卸売業、サービス業、建設業の順で多く、河川に挟まれた中心市街地 

  には 34.6％の事業所が立地する。 

 

（５） これまでの取組 

① 上市町の取組 

■計画等の策定 

・上市町地域防災計画の策定     令和５年３月改定予定 

・上市町国土強靭化地域計画の策定  令和３年３月策定 

・洪水ハザードマップの作成     令和３年４月改定 

・土砂災害ハザードマップの作成   令和２年11月改定 

 



■総合防災訓練等の実施 

・富山県総合防災訓練と共同実施。また、毎年度、地域の住民が主体となった防災訓練を実施 

・自主防災訓練の実施、防災知識の普及啓発に要する物品等の購入に対する助成金を支給 

・町職員の防災意識高揚、技術習得のための通信連絡訓練などの基礎的訓練を実施 

 

■被災者用支援物資及び衛生用品等の備蓄 

・町備蓄倉庫や各避難施設において、非常食等の分散備蓄を確保するとともに、生活必需品の備

蓄・調達先を確保するための関係機関と協定提携を実施 

・自主防災組織による防災資機材整備に係る補助金の支給 

 

■災害時協定の締結 

・災害時の応援及び応急対応、避難所等の施設利用、物資供給等に係る災害時協力協定等を県内

全市町村及び県外３市町並びに関係機関と締結 

 

■その他 

・気象情報や防災情報をパソコンやスマートフォン、携帯電話へ配信する「上市町安全・安心メ

ール」サービスを令和４年１月から提供 

    

② 本会の取組 

・商工会連合会休業対応応援共済、経営者休業補償制度、福祉共済の加入促進。 

・県火災共済協同組合と連携し、火災保険、地震保険への加入促進。 

・BCP に関する国施策を県商工会連合会会報にて会員に周知。 

・新型コロナウイルス感染症対策の県の警戒レベルステージ３に職員リモートワーク実施。 

・新型コロナウイルスに関する補助金、協力金等の補助金申請作成支援。 

・防災備品の備蓄 

緊急避難用防災リュック（懐中電灯、保温用具、非常用パン等含む）を３、非常食 

として備蓄ご飯５０色、ミネラルウォーター５０本、のほか金属スコップ、救急用具、

モバイルバッテリー充電機等を設置。感染症対策として立体マスク５００枚、消毒液の

備蓄を行っている。 

 

Ⅱ 課題 

   本会の取り組み内容は、ＢＣＰに対する事業者への意識づけを高めるための施策の周知や、セ

ミナー等の情報発信、啓発活動が中心であり、具体的な事業者ＢＣＰ策定支援に関する実績はな

い。職員についてもセミナー等の参加で知識を身につけている段階である。 

   有事を体験していないことによる職員の経験不足等で危機管理の必要性や防災意識に乏しい

ことも大きな課題となっている。 

   緊急時における行政、関係機関等の連携においても、現段階でスキームはなく、自然災害発生

時に速やかに情報共有を図り復興支援を図れるよう連携を強化する必要がある。 

   感染症対策においては、地区内の状況把握や、本会内の出社ルール作り、衛生用品の備蓄等、 

  行ってきているが、事業者まで周知するまでには至っていない。 

 

（１）本会の支援体制 

    事業所からのＢＣＰ対策について、セミナー等の紹介を行っているのが現状であり、ハザー

ドマップの把握や行政等の関連機関との連携も脆弱である。職員の防災対策に関する知識も乏

しくノウハウ等が不足している。事業継続力強化支援を推進するにあたり、改善が急務であ

る。 

 

 



 （２）災害発生時の対応について 

    災害発生時の対応策について、具体的体制およびマニュアル等も整備されておらず、情報収

集・共有、対応策等、円滑な対応が取れないことが大きな課題である。早急に、行政との連携

および組織体制の確立、対応スキームのマニュアル化を図る必要がある。 

 

 （３）感染症への対策について 

    国、県が示す方針に準拠し、クラスター発生等につながらないよう会議やイベント等に配慮

はしているものの、管内事業所への周知については充分ではない。商工業者は、会社内での従

業員や、会話を伴う消費者との接触機会も多く、拡大防止措置を会社ごとに設けていく必要が

ある。 

 

Ⅲ 目標 

   本会と上市町が、それぞれの役割を認識し、分担することにより災害発生時の中小、小規模事

業者の継続的、安定的な経営状態を維持することを目指し、有事の際に速やかに復興支援できる

よう地区内事業者の協力体制を確立しインフラの維持を図れる地域づくりを目指す。 

 

（１） 商工会の支援体制の強化 

管内の小規模事業者等に対し、BCP 策定に関する啓発セミナーの開催や、情報発信を継続

的かつ計画的に実施し、自然災害や感染症等のリスク認識を深め、事前対策の準備及び必

要性を周知していく。 

 また、本会経営指導員の災害に関する知識の向上を図り、管内小規模事業者等に対し支

援の強化を図る。 

   

（２） 災害発生時の対応強化 

 本会と上市町との間に情報共有と連絡調整を円滑に図れるよう、スキームを構築する。

災害発生時に、被害状況の共有や速やかな復興支援につながるよう平時から組織内、関係

機関との連携を図る。感染症対策についても、町内での感染状況を情報共有し、感染拡大

につながらないよう関係機関との連携を強化する。 

 

   ＜成果目標＞ 

    

商工業者数 小規模事業者数 事業年度 
策定目標（事業者数） 

事業継続力強化計画 BCP 策定 

941 872 

R５年度 3 件 1 件 

R６年度 3 件 1 件 

R７年度 5 件 1 件 

R８年度 5 件 2 件 

R９年度 5 件 2 件 

 

※ その他（上記内容に変更が生じた場合は、速やかに県へ報告する） 

 

 

 

 

 

 

 



事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

 

（１）事業継続力強化支援事業の実施期間（令和５年４月１日～令和１０年３月３１日） 

 

（２）事業継続力強化支援事業の内容 

    上市町地域防災計画に基づき、本会と上市町の役割分担、体制を構築し、連携して以下の事

業を実施する。 

 

【Ⅰ 事前対策】 

１）商工会の事業継続計画の作成 

令和 5年度中に富山県商工会連合会と連携し、事業継続計画を策定する。 

 

２）関係団体との連携 

関係団体（商店街組合、工場協会、金融機関、損害保険会社等）と連携して普及啓発セミナ

ーやリスクファイナンスに関する相談会等、普及啓発を図る。 

 

３）小規模事業者に対する周知 

① 事業者ＢＣＰ策定セミナーの開催 

災害リスクへの理解、事前準備の必要性、ＢＣＰの具体的策定内容についてのセミナー

を開催する。 

 

② 広報媒体による普及啓発 

      県商工会連合会会報や本会ホームページにおいて国の施策紹介や事例紹介を定期的に

掲載し事業者への意識付けを図る。また、上市町のハザードマップを管内事業所に配布

する。 

 

③ 事業者ＢＣＰ策定への支援 

事業所へのＢＣＰ策定を支援するため、経営指導員のスキルアップをはかる目的でセミ

ナー等に参加する。あわせて、支援補助金等の理解を深め、個別・集団と事業者ＢＣＰ

策定を支援する。 

 

④ 感染症への対応 

国県等のガイドラインを理解し、関係団体（料理飲食店組合、工場協会、商店街組合等）

と連携しながら業種ごとに感染拡大防止策についてセミナー等で周知を行う。 

 

４）事業継続計画に掛かる訓練実施 

     当会間で火災、または会館東側で水害が発生したと仮想し、定期的（年 1回）に避難訓練

を行う。避難経路のみならず災害状況の連絡調整まで一貫して行う。  

 

５）フォローアップ 

     町産業課にも参加を呼びかけ、本会内に上市町事業継続力推進委員会を設置し、事業の遂

行状況の確認および改善点等があれば協議し見直しを図る。 

     また、中小、小規模事業者のＢＣＰ策定状況や策定に係るフォローアップに努める。 

 

 

 

 



【Ⅱ 発生後の対策】 

    自然災害時には、人命を第一に考え、下記の手順により地区内被害状況を行政と連携して把

握する。 

 

１）災害状況の確認及び実施可否の確認 

     災害発生後、速やかに本会が作成している連絡網を活用し、職員および上市町事業継続力

推進委員会構成員の安否確認を法定指導員が行う。安否確認の際は、携帯電話及びＳＮＳを

活用する。（目標：1 時間以内） 

     本人および家族の被災状況、近隣の被災状況（道路状況、家屋被害等）を確認。出勤の可

否を判断し、確認状況を上市町と共有する。 

     感染症が委員会内メンバーに発生した場合は、体調確認後、参加予定の会議、イベントの

可否を検討するとともに、事務所の消毒、他職員への感染確認検査を徹底する。 

        

２）対策方針の決定 

     ・本会と上市町の間で、被害状況等に応じた応急対策の方針を決定する。 

     ・本会職員は、目視において命の危険にある災害状況であれば出勤を行わず、自身の安全

確保を優先し、警報等の解除後に出勤する。 

     ・上市町事業継続力推進委員会を緊急対策本部とし、応急対策業務の役割分担を決定し、 

      地区内災害状況の情報収集に努め、関係機関との連絡調整を図る。 

 

     ■被害規模の目安（以下を想定） 

被害規模 被害の状況 

大規模な被害がある ・地区内 10％程度の事業所で「瓦が飛ぶ」「窓ガラスが

割れる」等の被害が発生している。 

・地区内１％程度の事業所で「床上浸水」「建物の全壊・

半壊」等の被害が発生している。 

・被害が見込まれる地域において連絡が取れない、もし

くは交通網が遮断されており、確認ができない。 

被害がある ・地区内の１％程度の事業所で「瓦が飛ぶ」「窓ガラス

が割れる」等の被害が発生している。 

・地区内 0.１％程度の事業所で「床上浸水」「建物の全

壊・半壊」等の被害が発生している。 

ほぼ被害がない 目立った被害の情報がない。 

     ※なお、連絡が取れない区域については、大規模な被害が生じているものと考える。 

 

     ■本会と上市町の間では、下記表を目安に被害状況を共有する。 

      

発災後～1週間 1 日に 2 回共有する 

1 週間～2週間 1 日に１回共有する 

2 週間～1ケ月以内 ２日に１回共有する 

1 ケ月以降 1 週間に 2回共有する 

     感染症が発生した時には、国・県・町から発出の行動指針を踏まえ、必要の情報を把握し

発信を行い、交代勤務や在宅勤務を導入し体制維持に向け対策を講じる。 

 

 

 

 



３）発災時の指揮命令系統・連絡体制 

   ・自然災害発生時に、地区内中小、小規模事業者の被害情報の迅速な報告及び指揮命令を円滑

に行うことができる仕組みを構築する。 

   ・自然災害の二次被害防止のため、被災地域での活動内容を決定する。 

   ・本会と上市町が共有した被災状況については、県の指定する方法により、県連合会を通じ県

へ報告する。 

 

   【連絡体制図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）発災時の地区内小規模事業者に対する支援 

・相談窓口の開設について、上市町と相談にて決定する。 

・本会は国の依頼を受けた場合、特別相談窓口を設置する。 

・相談窓口は、安全性が確認された場所にて設置する。 

・地区内小規模事業者等の被害状況の詳細を確認する。 

・応急時に有効な被災事業者施策（国・県・町等の施策）について、広報誌やホームページ  

等で小規模事業者に周知する。 

    ・感染症の場合、事業活動に影響を受ける、またはその恐れがある小規模事業者等を対象と

した支援や相談窓口の開設を行う。 

 

５）地区内小規模事業者に対する支援 

・県の方針に従って、復旧・復興支援の方針を定め、被災した小規模事業者に対し支援を行

う。 

・被災規模が大きく、本会職員だけでは対応が困難な場合には、ほかの地域からの応援派遣 

を県等に相談する。 

・国の支援策などが決定すれば、速やかに事業者を支援していく。 

 

※その他 

上記内容に変更が生じた場合には、速やかに県（地域産業支援課）へ報告する。 
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（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（令和５年２月現在） 
 

（１） 実施体制（商工会又は商工会議所の R５年度に係る体制／関係市町村の事業継続力強化支援

事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与

体制 等） 
 

                上市町事業継続力推進委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営

指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

      経営指導員 藤井 智 （連絡先は後述（３）①参照） 
 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

以下に関する必要な情報及び助言等を行う。 

   ・本計画の具体的な取り組み企画や実行 

   ・本計画に基づく進捗確認、見直し等のフォローアップ（年１回以上） 
 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会 

 〒930-0345 富山県中新川郡上市町南町 19 

 上市町商工会  

電話 076-472-0716 Fax076-472-4222  

E-mail kamiichi@shokoren-toyama.or.jp 
 

②関係市町村 

 〒930-0393 富山県中新川郡上市町法音寺 1 

 上市町産業課  

電話 076-472-2505   Fax076-472-1115 

E-mail s.shoukou@town.kamiichi.toyama.jp 

上市町商工会 

会長（本部長） 

事務局 
経営指導員２名 
他職員  ２名 

副会長・事務局長

（副本部長） 

上市町 

上市町産業課 
商工観光班 

上市町総務課 
防災班 

連携 
連絡調整 

報告 

指示 

mailto:kamiichi@shokoren-toyama.or.jp
mailto:s.shoukou@town.kamiichi.toyama.jp


 

（４）被害情報等報告先 

〒930-8501 富山県富山市新総曲輪１番７号 

富山県 商工労働部 地域産業支援課 

電話 076-444-3251 FAX 076-444-4403 

E-mail achiikisangyoshien@pref.toyama.lg.jp 

※報告にあたっては、情報取集の取りまとめが容易な電子メールを第一に利用する。 

 

※その他 

 上記内容に変更が生じた場合は、速やかに富山県（地域産業支援課）へ報告する。 
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（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

必要な資金の額     500     500     500     500     500 

 

・専門家派遣費 

・ｾﾐﾅｰ開催費 

・チラシ作成費 

・防災感染症 

対策備蓄費 

 

    100 

    200 

    100 

    100 

100 

    200 

    100 

    100 

100 

    200 

    100 

    100 

100 

    200 

    100 

    100 

100 

    200 

    100 

    100 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

 

調達方法 

 

会費収入、事業収入、上市町補助金、県補助金 等 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



（別表４） 

 事業継続力強化支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携

して事業継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

該当なし 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


